
施策名：未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

事業名 担当課・室名

流通拠点整備推進事業 企業立地推進課 1 / 2

企業立地促進事業 企業立地推進課 1 / 2

工業団地開発推進事業 企業立地推進課 1 / 2

サテライトオフィス誘致推進事業 企業立地推進課 2 / 2

流通業務団地造成事業（特別会計） 企業立地推進課 2 / 2

ページ



あ主要な施策の成果（事務事業評価）令和５年度実績【施策コード：Ⅱー２ー(４)】ｱ

No. 成 果 指 標 達成度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 評価

 ① 219,626 ③ 目標値 409,975 463,792 470,432

 ( H8 ～ ) ② ④ 実績値 462,465 465,840 －

 [累計：㎡] 達成率 112.8% 100.4% －

 目標値 1,100

実績値 1,674

達成率 152.2%

No. 成 果 指 標 達成度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 評価

 ① 643,524 ③ 目標値 45 45 45

 ( S61 ～ ) ② 85,708 ④ 実績値 41 60 －

 [件] 達成率 91.1% 133.3% －

 目標値 1,100

実績値 1,674

達成率 152.2%

No. 成 果 指 標 達成度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 評価

 ① 249,915 ③ 目標値 45 45 45

 ( S57 ～ ) ② 858 ④ 実績値 41 60 －

 [件] 達成率 91.1% 133.3% －

 目標値 1,100

実績値 1,674

達成率 152.2%

企業誘致件数

Ａ企業立地推進課

　企業立地の促進を図るため、県土地開発公
社や市町村等と連携し、工業団地の整備を推
進する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

企業訪問件数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　令和５年度の企業誘致件数は、輸送用機械や情報関連、電
機・電子産業を中心に、目標を上回る60件を達成した。一方、
用地が減少する中、世界的な半導体不足やサプライチェーンの
見直し等、今後の需要を取り込むには、受け皿となる新たな工
場適地の確保が重要である。
　令和６年度からの３か年は、工業団地の整備を進める市町村
に対する補助金のかさ上げ及び補助対象経費の拡充により、用
地整備の加速化を図る。

[件]

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

252,492 250,773

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

3

工業団地開発推進事業 ①工業団地の造成費用に対する補助
　・企業立地基盤整備費補助金
　　　工場用地の地質調査、進入路整備等への補助
　・工場用地等特別対策事業費補助金
　　　県土地開発公社が工場用地をその取得・造成に
　　要した費用を下回る価格で企業に売却したことに
　　伴う費用を補助（玖珠工業団地）

②インテリジェントタウン維持管理
　　インテリジェントタウン内における未分譲区画の
　除草作業の実施

1,146,623 755,261
達成率(0) (0)

目標値
予算額 決算額

達成率(0) (0)

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　令和５年度の企業誘致件数は、輸送用機械や情報関連、電
機・電子産業を中心に、目標を上回る60件を達成した。
　引き続き、当県の強みである自動車関連や半導体関連等の製
造業の誘致を推進するとともに、これまで誘致の進んでいな
かった地域などへのＩＴ関連企業の誘致も一層進めていく。ま
た、工場適地や空き物件に関する調査を実施し、企業立地に必
要な用地整備の迅速化を図る。

[件]

目標値
予算額

企業立地促進事業 ①産業立地促進補助金
　　工場等を県内に設置する誘致企業の行う設備投資
　等に対する補助（10件）

②オフィス系企業誘致促進補助金
　　オフィス系事業所を県内に設置する誘致企業の行
　う設備投資等に対する補助（13件）

③工業用水確保及び再資源化施設等導入検討
　　工場や下水処理施設の放流水の再資源化を図るた
　め、再資源化に係る手法や課題・コスト等の分析調
　査を実施

19,580 企業誘致件数

Ａ企業立地推進課

　戦略的・効果的な企業誘致を推進するた
め、誘致企業の設備投資及び雇用創出の一部
に対し助成する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

企業訪問件数

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

2

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

219,626 219,626

決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

1

流通拠点整備推進事業 ①流通業務団地立地促進補助金
　　大分流通業務団地の用地を購入し、事業を営む企
　業に対する補助
　　・補助金額：総投資額（用地費含む）×20％
　　・補助限度額：用地費×40％
　　・補助実績：３社

　令和５年度については、１区画（3,375.31㎡）を販売し、目
標を達成することが出来た。
　令和６年度については、残る１区画の手続きを完了させる。[件]

目標値
予算額 決算額

流通業務団地分譲面
積

Ａ企業立地推進課

　大分流通業務団地への企業集積の促進を図
るため、立地企業に対して投資額の一部を助
成する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

企業訪問件数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

達成率(0) (0)

－1－



あ主要な施策の成果（事務事業評価）令和５年度実績【施策コード：Ⅱー２ー(４)】ｱ

No. 成 果 指 標 達成度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 評価

 ① 2,794 ③ 目標値 8 11

 ( R5 ～ R7 ) ② ④ 実績値 13 －

 [件] 達成率 162.5% －

 目標値 1,100

実績値 1,674

達成率 152.2%

No. 成 果 指 標 達成度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 評価

 ① 122,478 ③ 目標値 409,975 463,792 470,432

 ( H8 ～ ) ② 13,263 ④ 実績値 462,465 465,840 －

 [累計：㎡] 達成率 112.8% 100.4% －

 目標値 1,100

実績値 1,674

達成率 152.2%

　令和５年度については、１区画（3,375.31㎡）を販売し、目
標を達成することが出来た。
　令和６年度については、残る１区画の手続きを完了させる。[件]

目標値
予算額 決算額

流通業務団地分譲面
積

Ａ企業立地推進課

　東九州における広域的な流通拠点の形成を
図るために整備した大分流通業務団地にかか
る、安全・防災・環境対策等の事業費及び維
持管理のための基金積立を行う。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

企業訪問件数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

達成率(0) (0)

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

142,068 135,741

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

5

流通業務団地造成事業（特別会計） ①企業立地等促進基金積立金
　　将来の維持管理等のための基金積立

②流通業務団地維持管理
　　流通業務団地内における維持管理の実施
　　・未分譲地の除草作業
　　・採水・水質分析　等

(うち国庫支出金)
実績値

2,800 2,794
達成率(0)

目標値
予算額 決算額

(うち翌年度繰越額)

サテライトオフィス
への企業誘致件数

Ａ企業立地推進課

　サテライトオフィスへのＩＴ関連企業等の
誘致を促進するため、進出を希望する企業と
のマッチングを行う。また、民間事業者が行
うサテライトオフィス整備を支援する市町村
に助成し、魅力的なオフィス整備を進める。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

企業訪問件数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　令和５年度のサテライトオフィスへの企業誘致件数は、13件
であり、市町村と情報共有のうえ県の県外事務所による本社訪
問等連携して取り組んだ。
　令和６年度については、令和５年度のサテライトオフィス誘
致支援事業にて、進出を検討している３社へ引き続きフォロー
していく。また、これまで誘致の進んでいなかった地域などへ
のＩＴ関連企業の誘致も一層進めていく。

[件]

(0)

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

4

サテライトオフィス誘致推進事業 ①サテライトオフィス誘致支援事業
　　進出を検討する企業とのオンライン相談会及び事
　前研修会の開催

－2－


